


田村委員長が質疑

社会保障「10兆円削減」も
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「103万円の壁だけでは
　　何千万人もが恩恵なし」

「中間所得層（900万円以下）の
負担も最大割合」

「低所得者ほど重い逆進性」

消費税問題
論戦ハイライト

　維新の会が予算案に賛成するもう一つの
条件が、社会保障削減に関し「医療費を最
低４兆円削減」するというもの。
　吉村洋文維新の会代表は２月20日、自身
のYouTubeチャンネルで、「自民、公明両
党との協議で維新が求める社会保障費削減
案は、実際に削減を狙っている項目は10兆
円に上るが、当面削減が可能な４兆円分を
挙げたに過ぎない」と開き直りました。

　予算議論の焦点のように扱われている「103万
円の壁」。田村氏は「課税最低限の引き上げは当
然ですが、それだけでは年収103万円未満の人に
は恩恵がなく、住民税非課税世帯1500万世帯、
それ以外の所得税非課税の900万人もの人たちは
置き去りだ」と指摘。石破首
相は「低所得者には給付金
がある」としましたが、田村
氏は「恒久的な制度ではな
い」と批判しました。

　田村氏は、勤労世帯の年収別の税負担率と所得
税、住民税、消費税の割合を独自作成し提示（右
グラフ）。消費税が中間所得層でも最も重いことを
指摘し、「生活を守るための税制をどうするかの議
論がなされるべきで、所得税の課税最低限引き上
げにだけ議論がフォーカスされていることは疑問」
「一番重いのは消費税だ」と強調しました。

税負担の累進性こわす消費税
　また、「消費税を含めた税全体の負担率は年収

　田村氏は、石破首相が著書で「格差が大きいと
消費税はその逆進性が顕在化します。低所得者に
厳しい制度になってしまってはいないかという疑
問が生じるのです。消費税についての議論をタブ
ー視してはいけない」と書いていることを紹介。
「消費税の逆進性が税負担の公平性を著しく損な

っている」と強調しました。

維新・吉村代表

あなたの声をお聞かせ下さい
（要求アンケート実施中）

　自民、公明両党と日本維新の
会は２月25日、新年度予算案の
一部修正で合意。維新の会は、
追加負担1000億円程度の高校
授業料「無償化」と引き換えに、
昨年の総選挙で少数与党政権と
なった石破内閣に対し、軍事費
の異常な突出と大企業へのばら
まきという大問題をはらんだ予
算案の「年度内の早期成立」
に助け舟を出しました。

石破政権に助け舟

800万円以下まで10％前後」（グラフ）とした田村
氏は、「税負担の累進性を壊しているのが消費税」
とも強調。「税の累進性は、憲法25条の生存権を
税制の面から保障するための原則だ」として、消
費税の当面５％減税、廃止を求めました。

低所得者ほど重い消費税負担


